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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
 

回次 
第43期 

第３四半期 
連結累計期間 

第44期 
第３四半期 
連結累計期間 

第43期 

会計期間 
自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日 

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 175,601 172,190 229,204

経常利益 (百万円) 6,763 16,584 9,350

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,756 4,946 4,301

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,332 13,525 4,747

純資産額 (百万円) 81,441 78,795 79,569

総資産額 (百万円) 728,212 702,433 733,500

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 174.44 229.71 199.77

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 9.2 10.2 9.2

 

回次 
第43期 

第３四半期 
連結会計期間 

第44期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年10月１日 
至  平成25年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 87.55 111.77 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 
２ 【事業の内容】 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれて

いる事業の内容について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【事業等のリスク】 

 当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 

２ 【経営上の重要な契約等】 

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

   文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したも

のです。 

（１）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、アベノミクスの効果による国内市場環境の好調や、

米国経済の堅調な推移を背景に、緩やかに回復しつつあります。個人消費は、有効求人倍率が平成 25

年 11 月に 1.00 倍と６年１ヶ月ぶりに１倍を上回るなど雇用情勢の改善や所得環境の好転、株価上昇を

背景に底堅く推移しております。一方で、平成 26 年４月の消費税率引き上げに伴う国内駆け込み需要

の反動減や、米国ＱＥ３の縮小、中国経済の成長鈍化等、わが国経済の本格的な回復にはいまだ不透明

な部分があるものと考えられます。 

 そのような状況の中、当社グループの属するリース業界では、震災からの復興需要等による押し上げ

効果は沈静化しつつあるものの、産業機械、土木建設機械を中心として増加基調が継続しており、業界

全体の平成 25 年 12 月累計のリース取扱高は前年同期比 2.1％増の３兆 6,264 億円となっております。

（出典：公益社団法人リース事業協会「リース統計」） 

 このような状況下において、当社賃貸・割賦事業では、当第３四半期連結累計期間における契約実行

高が、前年同期比 16.6％増の 1,101 億 28 百万円と伸長しました。これは、営業体制の強化策として、

民需営業ラインを３本部制へ改編の上、専門性の追求と競争力アップを図ってきたことによるものであ

ります。 

 営業貸付事業においては、前年同期に大型案件の計上があった債権流動化の落ち込みにより、前年同

期比 12.9％減の 1,833 億１百万円となりました。今後も引き続き、ＮＥＣ商流に留まらない幅広い金

融ソリューションサービスの提供により、営業成績の拡大に尽力して参ります。 

 リサ事業においては、前年同期に大型不動産の売却があったことから、売上高は前年同期比減となり

ましたが、コアビジネスの一つであるソリューションファンドにおける大型案件の収益計上を行ったた

め、営業利益では前年同期比を大幅に上回る実績となりました。 

 また、その他の事業においては、ＩＣＴ機器の調達・導入から撤去・売却までのライフサイクルに応

じたＩＣＴ資産の各種運用事業のサービスメニューを増やし、拡大を図りました。 

 これらの事業活動の展開に加え、貸倒引当金及び資金原価の改善を受けて、経常利益は前年同期比を

大幅に上回る水準となっております。 
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 以上により、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高 1,721 億 90 百万円（前年同期比 1.9％

減）、営業利益 162 億 12 百万円（同 146.3％増）、経常利益 165 億 84 百万円（同 145.2％増）、四半

期純利益 49 億 46 百万円（同 31.7％増）となりました。 

 

（セグメント別の状況） 

 

①賃貸・割賦事業 

 賃貸・割賦事業の売上高は、前年同期比 1.2%減の 1,353 億 90 百万円となりました。営業利益は売上

原価が増加したことから、前年同期比 16 億 71 百万円減少の 67 億 24 百万円となりました。 

 

②営業貸付事業 

 営業貸付事業の売上高は、前年同期比 19.4%減の 26 億１百万円となったものの、貸倒引当金繰入額

の戻入等による販売費及び一般管理費の減少により、営業利益は、前年同期比 20 億８百万円改善し、

20 億 18 百万円となりました。 

 

③リサ事業 

 リサ事業の売上高は、前年同期に大型の不動産売却があったため、前年同期比 11.3％減の 225 億 36

百万円となりました。営業利益は、ファンド収益の増加により、前年同期比 92 億 26 百万円増加の 98

億 78 百万円となりました。 

 

④その他の事業 

 その他の事業の売上高は、解約売上の減少等から、前年同期比 10.2%減の 117 億４百万円となりまし

た。営業損益は売上原価が増加したことから、前年同期比７億 34 百万円悪化し、13 億８百万円の損失

となりました。 

 

（２）財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて 310 億 67 百万円減少し、

7,024 億 33 百万円となりました。主な要因としては、現金及び預金が 134 億 91 百万円増加したものの、

有価証券が 150 億１百万円、リース債権及びリース投資資産が 119 億 33 百万円、営業投資有価証券が

74 億 70 百万円減少したことによります。 

 負債は、前連結会計年度末に比べて 302 億 93 百万円減少し、6,236 億 38 百万円となりました。主な

要因としては、社債が 100 億円、債権流動化に伴う支払債務（流動及び固定）が 94 億 11 百万円増加し

たものの、コマーシャル・ペーパーが 330 億円、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）が

182 億６百万円減少したことによります。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べて７億 73 百万円減少し、787 億 95 百万円となりました。主な要

因としては、当第３四半期連結累計期間の四半期純利益により利益剰余金が 49 億 46 百万円増加したも

のの、剰余金の配当により９億 47 百万円、少数株主持分が 48億 81 百万円減少したことによります。 
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

 

（４）研究開発活動 

該当事項はありません。 

 

（５）従業員数 

当第３四半期連結累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。 

 

（６）営業取引の状況 

①契約実行高 

契約実行高は、提出会社の取引が大半を占めているため、提出会社の状況について記載しておりま

す。 

事業区分 

当第３四半期累計期間 

（自 平成25年４月１日 

    至 平成25年12月31日） 

契約実行高（百万円） 前年同期比（％） 

賃貸・割賦事業 

ファイナンス・リース 105,371 19.8

オペレーティング・リース 2,358 △26.5

割賦 2,398 △26.3

賃貸・割賦事業計 110,128 16.6

営業貸付事業 183,301 △12.9

その他の事業 2,173 5.5

   合計 295,603 △3.7

 
②営業資産残高 

 前第３四半期 当第３四半期   

事業区分 
連結会計期間 連結会計期間 増減 

（平成24年12月31日） （平成25年12月31日）   

 金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円)

            

賃貸・割賦事業 410,427 62.9 416,410 66.8 5,982

         

営業貸付事業 176,192 27.0 158,630 25.4 △17,561

   

リサ事業 63,438 9.7 46,512 7.5 △16,926

   

その他の事業 2,385 0.4 1,767 0.3 △617

           

合計 652,444 100.0 623,321 100.0 △29,122

（注）当第３四半期連結会計期間におけるリサ事業の営業資産残高の内訳は、営業投資有価証券が 3,804 百万円、買

取債権が 16,798 百万円、投資有価証券が 9,239 百万円、販売用不動産が 9,425 百万円、営業貸付金が 7,244

百万円となっております。 
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③営業実績 

 前第３四半期連結累計期間（自 平成 24 年４月１日 至 平成 24 年 12 月 31 日） 
（単位：百万円） 

事業区分 売上高 売上原価 差引利益 資金原価 売上総利益
販売費及び 
一般管理費 

営業損益 

賃貸・割賦事業 136,995 122,167 14,827 3,403 11,424 3,029 8,395

営業貸付事業 3,225 - 3,225 408 2,816 2,806 10

リサ事業 25,404 21,260 4,144 800 3,343 2,691 652

その他の事業 13,030 11,861 1,169 21 1,148 1,721 △573

調整 △3,053 △2,227 △826 △52 △773 1,128 △1,902

合計 175,601 153,061 22,540 4,580 17,959 11,377 6,582

 

 当第３四半期連結累計期間（自 平成 25 年４月１日 至 平成 25 年 12 月 31 日） 
（単位：百万円） 

事業区分 売上高 売上原価 差引利益 資金原価 売上総利益
販売費及び 
一般管理費 

営業損益 

賃貸・割賦事業 135,390 122,094 13,295 2,676 10,619 3,894 6,724

営業貸付事業 2,601 0 2,601 731 1,869 △149 2,018

リサ事業 22,536 9,193 13,343 329 13,013 3,135 9,878

その他の事業 11,704 11,615 89 27 62 1,370 △1,308

調整 △42 △8 △33 - △33 1,067 △1,101

合計 172,190 142,894 29,296 3,765 25,530 9,317 16,212

 （注）１．事業区分は、主たる営業取引の種類により区分しております。 

     ２．各事業区分の主要品目 

①賃貸・割賦事業・・情報・事務用機器、産業・土木・建設機械等の賃貸（リース・レンタル）及び 

割賦販売業務等 

     ②営業貸付事業・・・金銭の貸付及びファクタリング業務等 

③リサ事業・・・・・株式会社リサ・パートナーズが行っている企業投資、債権投資、不動産、 

ファイナンス及びアドバイザリー業務 

     ④その他の事業・・・物品売買、賃貸取引の満了・中途解約に伴う物件売却及び手数料取引業務等 

 

（７）主要な設備 

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末にお

ける計画の著しい変動はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 86,000,000

計 86,000,000

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成25年12月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容 

普通株式 21,533,400 21,533,400
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数100株 

計 21,533,400 21,533,400 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減
額 

(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成25年12月31日 ― 21,533,400 ― 3,776 ― 4,648

 

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日(平成 25 年９月 30 日)に基づく株主名簿に

よる記載をしております。 

 

① 【発行済株式】 
   平成25年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式         300 
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  21,529,300 215,293 ― 

単元未満株式 普通株式       3,800 ― ― 

発行済株式総数 21,533,400 ― ― 

総株主の議決権 ― 215,293 ― 

(注)１. 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 49 株が含まれております。 

２. 当第３四半期会計期間において自己株式の取得を行ったため、平成 25 年 12 月 31 日現在の自己株式の総数は、

398 株であります。 

 

② 【自己株式等】 
  平成25年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 
ＮＥＣキャピタルソリューション
株式会社 

東京都港区港南二丁目15
番３号 

300 ― 300 0.00

計 ― 300 ― 300 0.00

（注）当第３四半期会計期間において自己株式の取得を行ったため、平成 25 年 12 月 31 日現在の自己株式の総数は、 

398 株であります。 

 

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第４ 【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19 年内閣府令第 64 号)に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成 25 年 10

月１日から平成 25 年 12 月 31 日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成 25 年４月１日から平成 25 年 12

月 31 日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受

けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,652 33,144

割賦債権 13,755 11,587

リース債権及びリース投資資産 390,222 378,288

賃貸料等未収入金 17,720 16,465

営業貸付金 164,949 160,448

買取債権 17,429 16,798

営業投資有価証券 13,042 5,572

販売用不動産 11,022 9,425

有価証券 16,000 998

その他 12,884 12,144

貸倒引当金 △15,063 △11,849

流動資産合計 661,616 633,023

固定資産   

有形固定資産   

賃貸資産 24,957 25,994

社用資産 653 918

有形固定資産合計 25,611 26,912

無形固定資産   

賃貸資産 738 539

のれん 8,686 7,878

その他 5,761 5,018

無形固定資産合計 15,186 13,437

投資その他の資産   

投資有価証券 14,281 15,079

その他 21,534 19,083

貸倒引当金 △4,730 △5,102

投資その他の資産合計 31,086 29,060

固定資産合計 71,884 69,409

資産合計 733,500 702,433
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 415 781

買掛金 13,013 14,014

短期借入金 13,256 14,999

1年内返済予定の長期借入金 141,485 82,464

コマーシャル・ペーパー 67,000 34,000

債権流動化に伴う支払債務 1,349 4,313

未払法人税等 1,730 1,870

賞与引当金 － 480

本社移転費用引当金 38 －

災害損失引当金 9 2

その他 16,857 15,845

流動負債合計 255,155 168,773

固定負債   

社債 15,000 25,000

長期借入金 370,424 411,239

債権流動化に伴う長期支払債務 4,588 11,034

退職給付引当金 1,570 1,446

その他 7,193 6,144

固定負債合計 398,776 454,865

負債合計 653,931 623,638

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,776 3,776

資本剰余金 4,648 4,648

利益剰余金 59,176 63,175

自己株式 △0 △0

株主資本合計 67,600 71,599

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 221 280

繰延ヘッジ損益 △231 △296

為替換算調整勘定 21 135

その他の包括利益累計額合計 11 119

少数株主持分 11,957 7,076

純資産合計 79,569 78,795

負債純資産合計 733,500 702,433
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 175,601 172,190

売上原価 157,642 146,660

売上総利益 17,959 25,530

販売費及び一般管理費 11,377 9,317

営業利益 6,582 16,212

営業外収益   

受取利息 3 3

受取配当金 33 28

投資有価証券売却益 60 201

投資事業組合等投資利益 10 70

持分法による投資利益 52 56

出資金償還益 57 －

その他 74 110

営業外収益合計 292 470

営業外費用   

支払利息 55 43

投資事業組合等投資損失 8 23

投資有価証券売却損 4 －

その他 42 31

営業外費用合計 111 98

経常利益 6,763 16,584

特別利益   

債務消滅益 211 －

特別利益合計 211 －

匿名組合損益分配前税金等調整前四半期純利益 6,975 16,584

匿名組合損益分配額 1 －

税金等調整前四半期純利益 6,973 16,584

法人税、住民税及び事業税 2,761 777

法人税等調整額 43 2,398

法人税等合計 2,805 3,175

少数株主損益調整前四半期純利益 4,168 13,408

少数株主利益 412 8,462

四半期純利益 3,756 4,946
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 4,168 13,408

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △617 66

繰延ヘッジ損益 △225 △64

為替換算調整勘定 6 114

持分法適用会社に対する持分相当額 － 0

その他の包括利益合計 △835 116

四半期包括利益 3,332 13,525

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,100 5,054

少数株主に係る四半期包括利益 232 8,470
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【注記事項】 

(表示方法の変更) 

(四半期連結損益計算書関係)  

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

 営業外収益及び営業外費用に区分する投資事業有限責任組合及びそれに類する出資金の投資損益は、前連結会

計年度まで「投資事業組合関連益又は投資事業組合関連費」、「匿名組合投資利益又は匿名組合投資損失」及び

営業外収益の「その他」又は営業外費用の「その他」に区分して表示しておりましたが、当社グループの事業内

容の多様化を機に、四半期連結損益計算書の一覧性及び明瞭性を高めるため、第１四半期連結累計期間より「投

資事業組合等投資利益又は投資事業組合等投資損失」の名称で一括掲記しております。 

なお、この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行

っております。この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「投資事業組合関連

益」に表示しておりました４百万円、及び営業外収益の「その他」のうち６百万円は「投資事業組合等投資利

益」として、また、「投資事業組合関連費」に表示しておりました８百万円は、「投資事業組合等投資損失」と

して組み替えております。 

 

(追加情報) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

（賞与引当金）  

前連結会計年度において、当社の従業員賞与の支給確定額を未払費用として計上しておりましたが、第１四半

期連結累計期間より賞与に関する社内規定を変更したことに伴い、賞与支給見込額のうち、当第３四半期連結累

計期間の当社負担額を賞与引当金に計上しております。 

なお、前連結会計年度においては、当社の支給確定額５億41百万円を流動負債の「その他」に含めて計上して

おります。 

 

(四半期連結貸借対照表関係) 

   偶発債務  

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日) 

保証業務に係る債務保証残高 701百万円 638百万円 

（うち、他社が再保証している債務保証残高） 474百万円 410百万円 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含

む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

 

  前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

 （自 平成24年４月１日 （自 平成25年４月１日 

     至 平成24年12月31日）    至 平成25年12月31日）

減価償却費 2,797百万円 5,049百万円 

のれんの償却額 807百万円 807百万円 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成 24 年４月１日  至  平成 24 年 12 月 31 日) 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月21日 
取締役会 

普通株式 473 22 平成24年３月31日 平成24年６月５日 利益剰余金

平成24年10月26日 
取締役会 

普通株式 473 22 平成24年９月30日 平成24年12月10日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

当第３四半期連結累計期間(自  平成 25 年４月１日  至  平成 25 年 12 月 31 日) 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月21日 
取締役会 

普通株式 473 22 平成25年３月31日 平成25年６月５日 利益剰余金

平成25年10月30日 
取締役会 

普通株式 473 22 平成25年９月30日 平成25年12月10日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成 24 年４月１日  至  平成 24 年 12 月 31 日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
（単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額

(注) 

 

四半期連結
損益計算書

計上額 
 
 

  
賃貸・割賦

事業 

営業貸付 

事業 
リサ事業 

その他の 

事業 
計 

売上高 136,995 3,225 25,404 13,030 178,655 △3,053 175,601

セグメント利益又 

は損失（△） 
8,395 10 652 △573 8,484 △1,902 6,582

(注)セグメント利益又は損失の調整額△1,902 百万円は、セグメント利益又は損失と四半期連結損益計算書の営業利

益との差額であり、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。また売上高の調整額△3,053 百

万円は、主にセグメント間取引による相殺額であります。 

 

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成 25 年４月１日  至  平成 25 年 12 月 31 日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
（単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額

(注) 

 

四半期連結
損益計算書

計上額 
 
 

  
賃貸・割賦

事業 

営業貸付 

事業 
リサ事業 

その他の 

事業 
計 

売上高 135,390 2,601 22,536 11,704 172,233 △42 172,190

セグメント利益又 

は損失（△） 
6,724 2,018 9,878 △1,308 17,313 △1,101 16,212

(注)セグメント利益又は損失の調整額△1,101 百万円は、セグメント利益又は損失と四半期連結損益計算書の営業利

益との差額であり、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。また売上高の調整額△42 百万

円は、主にセグメント間取引による相殺額であります。 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日)

  １株当たり四半期純利益金額 174円44銭 229円71銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益金額(百万円) 3,756 4,946

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 3,756 4,946

    普通株式の期中平均株式数(千株) 21,533 21,533

 (注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

(重要な後発事象) 

当社は、平成 25 年９月 26 日開催の取締役会において、国内普通社債の発行について決議いたしました。 

 この決議に基づき、以下の社債の発行を実施しております。 

   名称     第４回無担保社債 

   発行年月日  平成 26 年１月 24 日 

   発行総額   10,000 百万円 

   発行価額   金額 100 円につき金 100 円 

   利率     年 0.69％ 

   償還期限   平成 31 年１月 24 日 

   償還条件   満期一括償還 

   資金の使途  設備資金（リース物件の賃貸資産購入資金を含む） 

 

２ 【その他】 

 平成 25 年 10 月 30 日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

   ①中間配当による配当金の総額               473 百万円 

   ②１株当たりの金額                     22 円 00 銭 

   ③支払請求の効力発生日及び支払開始日               平成 25 年 12 月 10 日 

 （注）平成 25 年９月 30 日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行いました。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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